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平成２８年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況の審査意見 
 

平成２８年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出並びに基金運用状況の審

査の概要は、次のとおりである。 

 

１ 審査の対象 

平成２８年度 一般会計歳入歳出決算 

平成２８年度 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

平成２８年度 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳出決算 

平成２８年度 下水道特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 農業集落排水特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 千塚町上川原産業団地特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

平成２９年７月１１日から平成２９年８月１７日まで 

 

３ 審査の方法 

予算執行の適正さ、業務の効果・効率性、さらに市長マニフェストの実現

に対する有効性も踏まえ、下記により審査を行った。 

(1) 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、関係諸帳簿の照合、点検。 

(2) 関係職員の意見聴取を踏まえた予算執行の適否に関する審査。 

(3) 財産に関する調書については、調書、関係帳簿等の照査、正確性の審査。 

(4) 基金の運用状況に関する調書については、関係諸帳簿・証ひょう書類の

照査、内容及び運用状況の審査。 

 

４ 審査の結果 

(1) 関係書類はいずれも法令の規定に準拠して作成されており、計数におい

ても正確であると認められた。 

(2) 会計帳簿及び証ひょう書類等を照査したところ、計数は正確で、内容は

妥当なものと認められた。 

(3) 予算の執行状況及び事務処理は、概ね適正であると認められた。また、

財産に関する調書は、年度末現在高を明確に表示し、計数はいずれも正確
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であると認められた。 

(4) 基金の運用状況は、基金出納簿及び関係証ひょう書類と符合し、それぞ

れの設置目的に従い、効率的に運用されているものと認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見書中の注意事項 

・比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・０．１未満の数値は、「０．０」と表示した。 

・数値がない場合は「－」と表示した。 
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総 括 意 見 

 

平成２８年度新しい栃木市は、市政推進の指針となる栃木市総合計画を基本

とした上で、市の人口減少対策や地方創生を推進するため、栃木市まち・ひと・

しごと創生総合戦略に掲げた具体的な施策の実現に向けて取り組んでいるところ

である。 

平成２８年度の決算状況を見ると、一般会計と特別会計を合わせた総額は、

歳入１０９２億６６６０万７０２６円、歳出１０５６億５９０３万２０３２円で

あり、歳入歳出差引額は３６億７５７万４９９４円、翌年度へ繰り越すべき財源

２億６４７０万７６００円を差し引いた実質収支額は３３億４２８６万７３９４

円となった。 

一般会計決算は、前年度と比較して歳入は４１億３３１８万７７０３円、歳

出は２５億３５９１万３４５０円の減となった。 

また、市税や分担金・負担金などの収入未済額は１８億６４３０万３８７８

円、不納欠損額については、一般会計全体で１億５１５４万７８３円となり、前

年度よりともに減少しているものの高額に上っている。 

特別会計決算は、前年度比、歳入は２億７４０７万８９３２円、歳出は９１

７３万４８８７円の増となった。 

特別会計の収入未済額については、国民健康保険税、介護保険料、下水道受

益者負担金、下水道使用料等において顕著であり、特別会計全体における収入未

済額は１８億４６４３万８３４５円に、また、不納欠損額は１億８９２８万６６

３９円となった。 

一般会計・特別会計を合わせると、収入未済額は３７億１０７４万２２２３

円、不納欠損額は３億４０８２万７４２２円とかなりの高額となったため、自主
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財源の確保と市民負担の公平性を確保する観点からも、債権管理の徹底を図ると

ともに、新たな収入未済の発生防止に配慮し、債権管理条例及び債権管理プラン

に基づいた徴収体制の更なる強化を図り、収納率の向上及び不納欠損処分の慎重

かつ厳正な対処に努めていただきたい。特に、悪質な滞納者については、より一

層、資産調査などの状況把握に努め、差押えなどの処置を取っていただきたい。 

平成２８年度の財政状況において、財政力指数は若干改善されたものの、財

政硬直化を示す経常収支比率及び財政の健全性を評価する実質公債費比率は上昇

しており、決して楽観視できるものではない。合併後７年を経過した本市におい

て、合併効果による行政の合理化・スリム化など改善の兆しがみえるものの、合

併特例措置の縮減により歳入の減少が見込まれていることから、今後も行政改革

大綱・財政自立計画の着実な実行により、健全かつ将来を見据えた財政基盤の確

立に取り組んでいただきたい。 

景況に目を転じれば、国内景気は緩やかな回復基調が続いているが、消費の

回復が鈍いことや、海外経済の不確実性など、依然として先行き予断を許さない

不透明な状況となっている。しかし、いかなる状況においても地方自治体は、総

合的な地域福祉施策や教育施策の充実、身近な生活関連社会資本の整備等に取り

組み、市民ニーズに対応した的確な行政サービスを提供しなければならない。 

本市においても、少子高齢化による人口減少問題への取り組み、斎場再整備

事業、地方都市リノベーション事業など、今後の財政運営に多大な影響を及ぼす

多くの課題が山積していることから、限られた財源をより効率的・効果的に活用

するとともに、総合計画に掲げた各種施策を積極的に推進し、行政本来の目的で

ある市民福祉の向上を図りながら、市民満足度の高い市政の実現に向け、適切な

事務事業の執行、健全で持続可能な財政運営に努められるよう望むものである。 

  



5 

 

 (1) 決算の概要 

ア 決算規模 

   一 般 会 計 662 億 6532 万 0698 円 

歳 入 1092 億 6660 万 7026 円   

  特 別 会 計 430 億 0128 万 6328 円 

 

   一 般 会 計 638 億 6295 万 0501 円 

歳 出 1056 億 5903 万 2032 円   

  特 別 会 計 417 億 9608 万 1531 円 

 

歳入歳出差引額（形式収支額）   36 億 0757 万 4994 円 

 

《歳入歳出決算状況》    

（単位：円） 

会 計 名 予 算 額 
決 算 額 

歳 入 歳 出 差 引 額 

一 般 会 計 69,154,040,600 66,265,320,698 63,862,950,501 2,402,370,197 

特 別 会 計 43,688,150,000 43,001,286,328 41,796,081,531 1,205,204,797 

 国 民 健 康 保 険 21,396,809,000 21,442,847,543 20,825,409,568 617,437,975 

後期高齢者医療 1,735,558,000 1,719,674,213 1,709,741,340 9,932,873 

介 護 保 険 （ 保 険 ） 14,213,726,000 13,727,100,652 13,392,116,204 334,984,448 

介 護 保 険 （ 介 護 ） 52,888,000 52,098,579 50,793,677 1,304,902 

下 水 道 5,143,016,000 5,007,738,271 4,802,170,640 205,567,631 

農 業 集 落 排 水 379,350,000 389,111,254 353,845,485 35,265,769 

千塚町上川原産業団地 766,803,000 662,715,816 662,004,617 711,199 

合 計 112,842,190,600 109,266,607,026 105,659,032,032 3,607,574,994 
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一般会計・特別会計別決算構成図 

 

 

 

 

 

一般会計 

66,265,320,698  

61% 

国民健康保険 

21,442,847,543  

20% 

後期高齢者医療 

1,719,674,213  

1% 

介護保険（保険） 

13,727,100,652  

12% 

下水道 

5,007,738,271  

5% 

 《歳入》 
一般会計 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介護保険（保険） 

介護保険（介護） 

下水道 

農業集落排水 

千塚町上川原産業団地 

一般会計 

63,862,950,501  

60% 

国民健康保険 

20,825,409,568  

20% 

後期高齢者医療 

1,709,741,340  

2% 

介護保険（保険） 

13,392,116,204  

13% 

下水道 

4,802,170,640  

4% 

《歳出》 
一般会計 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介護保険（保険） 

介護保険（介護） 

下水道 

農業集落排水 

千塚町上川原産業団地 
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イ 決算収支 

（単位：円） 

区分 一般会計 特別会計 合計 

①歳入決算額 66,265,320,698 43,001,286,328 109,266,607,026 

②歳出決算額 63,862,950,501 41,796,081,531 105,659,032,032 

③形式収支額 ①－② 2,402,370,197 1,205,204,797 3,607,574,994 

④翌年度へ繰り越すべき財源 251,247,600 13,460,000 264,707,600 

⑤実質収支額 ③－④ 2,151,122,597 1,191,744,797 3,342,867,394 

⑥前年度実質収支額 3,470,539,850 1,008,252,752 4,478,792,602 

⑦単年度収支額 ⑤－⑥ △1,319,417,253 183,492,045 △1,135,925,208 

⑧財政調整基金積立金 1,759,218,608 13,577 1,759,232,185 

⑨繰上償還金 0 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 1,649,763,000 0 1,649,763,000 

⑪実質単年度収支額  

⑦+⑧+⑨-⑩ 
△1,209,961,645 183,505,622 △1,026,456,023 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は３６億７５７万４９９４

円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源２億６４７０万７６００円

を差し引いた実質収支額は３３億４２８６万７３９４円の黒字となった。 

   平成２８年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収

支額は、１１億３５９２万５２０８円の赤字となった。 

   これは、一般会計、後期高齢者医療特別会計及び下水道特別会計の単年度

収支額が赤字となったためである。 

   これに財政調整基金への積立金や取崩し額等を加除した実質単年度収支額

は、１０億２６４５万６０２３円の赤字となっている。 
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   各会計間の繰入れ繰出しによる重複額を控除した純計決算規模は、次のと

おりである。歳入総額は１０２５億１９５４万７６５７円、歳出総額は９

８９億１１９７万２６６３円となっている。 

 

《歳 入》 

（単位：円、％） 

 

年度 

項目 

２８年度 ２７年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

66,265,320,698 

43,001,286,328 

109,266,607,026 

70,398,508,401 

42,727,207,396 

113,125,715,797 

△4,133,187,703 

274,078,932 

△3,859,108,771 

△ 5.9 

0.6 

△ 3.4 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

72,902,208 

6,674,157,161 

6,747,059,369 

77,558,318 

6,695,474,149 

6,773,032,467 

△ 4,656,110 

△ 21,316,988 

△ 25,973,098 

△ 6.0 

△ 0.3 

△ 0.4 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

66,192,418,490 

36,327,129,167 

102,519,547,657 

70,320,950,083 

36,031,733,247 

106,352,683,330 

△4,128,531,593 

295,395,920 

△3,833,135,673 

△ 5.9 

 0.8 

△ 3.6 

 

 

《歳 出》 

（単位：円、％） 

 

年度 

項目 

２８年度 ２７年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

63,862,950,501 

41,796,081,531 

105,659,032,032 

66,398,863,951 

41,704,346,644 

108,103,210,595 

△2,535,913,450 

91,734,887 

△2,444,178,563 

△ 3.8 

0.2 

△ 2.3 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

6,674,157,161 

72,902,208 

6,747,059,369 

6,695,474,149 

77,558,318 

6,773,032,467 

△ 21,316,988 

△ 4,656,110 

△ 25,973,098 

△ 0.3 

△ 6.0 

△ 0.4 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

57,188,793,340 

41,723,179,323 

98,911,972,663 

59,703,389,802 

41,626,788,326 

101,330,178,128 

△2,514,596,462 

96,390,997 

△2,418,205,465 

△ 4.2 

0.2 

△ 2.4 

 



9 

 

ウ 予算の執行状況 

   歳入決算額は１０９２億６６６０万７０２６円であり、総予算額１１２８

億４２１９万６００円に対して９６．８％の収入率、調定額１１３３億１

８１７万６６７１円に対して９６．４％の収入率となっている。 

収入未済額は３７億１０７４万２２２３円であり、主なものは一般会計

１８億６４３０万３８７８円、国保特別会計１７億４９９８万８３７２円、

介護保険特別会計（保険事業勘定）５２９２万６９４８円、下水道特別会

計３３１０万６８１９円である。 

一方、歳出決算額は１０５６億５９０３万２０３２円であり、総予算額

に対し９３．６％の執行率となっている。 

不用額は４１億６３９０万９８６８円であり、主なものは一般会計２５

億７９６０万１３９９円、国保特別会計５億７１３９万９４３２円、介護

保険特別会計（保険事業勘定）８億２１６０万９７９６円である。 
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エ 財政の状況 

 

 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 

28 0.73 95.7 10.5 

27 0.72 93.3 9.6 

26 0.70 94.0 8.9 

25 0.714 89.1 9.1 

           ※２５年度実質公債費比率については岩舟町との合算値 

 

■ 財政力指数 ０．７３ 

    基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均

値であり、これが１を超えるほどに財源に余裕があるとされている。（１

を超えると普通交付税の不交付団体となる。） 

 

■ 経常収支比率 ９５．７ 

   市税、地方譲与税、地方交付税を中心とする経常一般財源を義務的な

性格の強い人件費、扶助費、公債費等に充当した割合を示すもので、通

常７０～８０％の間にあり８０％を超えると財政が硬直化しているもの

とされている。 

 

■ 実質公債費比率 １０．５ 

   財政の健全性を評価するために用いられる指標で、この比率が高いほ

ど、将来、財政硬直化の一因となるとされている。 

 

上記の結果において、財政力指数は若干改善されたものの、財政の硬直

化を示す経常収支比率及び財政の健全性を評価する実質公債費比率は上昇

しており、決して楽観視できる状況ではない。 

今後は歳入減少による財源不足が見込まれるため、財政自立計画に基づ

いた計画的・効率的な行財政運営に努め、財政の弾力性を確保し、行財政

の安定化を図られたい。  
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(2) 一般会計 

ア 決算の状況 

歳 入 決 算 額 662 億 6532 万 0698 円 （対予算現額 95.8％） 

歳 出 決 算 額 638 億 6295 万 0501 円 （対予算現額 92.3％） 

歳入歳出差引額 24 億 0237 万 0197 円 （形式収支額） 

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 66,265,320,698 70,398,508,401 

②歳出総額 63,862,950,501 66,398,863,951 

③形式収支額  （①－②） 2,402,370,197 3,999,644,450 

④翌年度へ繰り越すべき財源 251,247,600 529,104,600 

⑤実質収支額  （③－④） 2,151,122,597 3,470,539,850 

⑥前年度実質収支額 3,470,539,850 3,082,150,366 

⑦単年度収支額 （⑤－⑥） △ 1,319,417,253 388,389,484 

⑧財政調整基金積立金 1,759,218,608 1,533,009,426 

⑨繰上償還金 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 1,649,763,000 2,027,069,000 

⑪実質単年度収支額（⑦+⑧+⑨-⑩） △ 1,209,961,645 △ 105,670,090 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は２４億２３７万１９７円

であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源２億５１２４万７６００円を

差し引いた実質収支額は２１億５１１２万２５９７円となっている。実質

単年度収支額は１２億９９６万１６４５円の赤字となった。 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 69,154,040,600 72,665,053,000 △ 3,511,012,400 

調 定 額 68,281,165,359 72,523,802,528 △ 4,242,637,169 

収 入 済 額 66,265,320,698 70,398,508,401 △ 4,133,187,703 

不 納 欠 損 額 151,540,783 167,599,721 △ 16,058,938 

収 入 未 済 額 1,864,303,878 1,957,694,406 △ 93,390,528 

収 入 率 対 予 算 95.8 96.9 △ 1.1 
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対 調 定 97.0 97.1 △ 0.1 

 

   決算額は６６２億６５３２万６９８円で、収入率は、予算現額に対して 

９５．８％、調定額に対して９７．０％となっている。 

歳入の主な構成は、市税２１５億６２４６万１４０３円（３２．５％）、

地方交付税１０４億７３０１万８０００円（１５．８％）、国庫支出金 ８

７億７３３５万７４８円（１３．２％）、市債５１億５５００万円（７．

８％）、県支出金４１億５１５２万６０５６円（６．３％）、諸収入４０億

４８１３万３２１４円（６．１％）、繰越金３９億９９６４万４４５０円

（６．０％）、地方消費税交付金２７億９４０９万９０００円（４．２％）

である。そのうち寄附金の主なものは、ふるさと応援寄附金である。ふる

さと応援寄附金は、寄附金の使途を含めた本市の魅力発信が鍵となるので、

その発信とともに、制度周知に引き続き努められたい。 

不納欠損額は１億５１５４万７８３円であり、その内訳は、市税１億４

８５１万５７９３円、使用料及び手数料２００万１５９０円、分担金及び

負担金８３万７４００円、諸収入１８万６０００円である。 

収入未済額は１８億６４３０万３８７８円であり、その内訳は、市税１

４億７４１４万６３９３円、諸収入３億１２２５万９８５３円、使用料及

び手数料６９２３万７９３２円、分担金及び負担金８６５万９７００円で

ある。 

 

 【市 税】                       （単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 20,318,190,000 19,692,774,000 625,416,000 

調 定 額 23,185,123,589 22,726,461,339 458,662,250 

収 入 済 額 21,562,461,403 20,990,250,444 572,210,959 

不 納 欠 損 額 148,515,793 162,992,743 △ 14,476,950 

収 入 未 済 額 1,474,146,393 1,573,218,152 △ 99,071,759 

収 入 率 
対 予 算 106.1 106.6 △ 0.5 

対 調 定  93.0  92.4    0.6 

 

市税収入額調によると、調定額に対する収入率は、市全体による滞納整

理の取組みにより、前年度より０．６ポイント向上し、市税収入済額とし

ては５億７２２１万９５９円上回っている。 
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市税は歳入の根幹を成すものであるので、今後も収入未済及び不納欠損

の解消を目指して、市税の一層の増収を図られたい。 

滞納者との交渉にあたっては、記録の作成を徹底し、滞納者の状況把握

を継続することが重要である。 

また、引き続き収入率向上に向けた県税事務所との連携強化を進めると

ともに、債権管理プランに基づく滞納整理による一層の取組みを求める。 

《科目別収入状況》 

（単位：円、％） 

     年度 

税目 

平成２８年度 平成２７年度 
対前年度増減額 

収入済額 構成比 収入済額 構成比 

市 民 税 9,580,156,066 44.4 9,487,310,105 45.2 92,845,961 

固 定 資 産 税 9,864,573,180 45.8 9,614,461,188 45.8 250,111,992 

軽 自 動 車 税 391,964,490 1.8 328,432,755 1.6 63,531,735 

市 た ば こ 税 1,158,953,516 5.4 1,194,364,346 5.7 △35,410,830 

鉱 産 税 3,009,200 0.0 3,029,600 0.0 △20,400 

特別土地保有税 0 0.0 0 0.0 0 

入 湯 税 12,053,550 0.1 12,860,600 0.1 △807,050 

都 市 計 画 税 551,751,401 2.5 349,791,850 1.6 201,959,551 

計 21,562,461,403 100.0 20,990,250,444 100.0 572,210,959 

 

市民税については、景気回復の状況から前年度を上回った。固定資産税につ

いては、新増築家屋及び償却資産の増加により、また、都市計画税については

市内均一課税に向けた経過措置による税率の段階的アップ及び岩舟地域での課

税が始まったことに伴い、前年度を上回った。

 

市民税 

 9,580,156,066  

固定資産税 

9,864,573,180  

軽自動車税 

391,964,490  

市たばこ税 

1,158,953,516  都市計画税551,751,401  

科目別収入状況構成図 
市民税 

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

鉱産税 

特別土地保有税 

入湯税 

都市計画税 
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ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 69,154,040,600 72,665,053,000 △ 3,511,012,400 

支 出 済 額 63,862,950,501 66,398,863,951 △ 2,535,913,450 

執 行 率 ( ％ ) 92.3 91.4 0.9 

翌 年 度 繰 越 額 2,711,488,700 3,238,457,600 △ 526,968,900 

不 用 額 2,579,601,399 3,027,731,449 △ 448,130,050 

 

   決算額は６３８億６２９５万５０１円であり、予算現額に対して９２．

３％の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、民生費２２２億７１４９万１３０８円（３４．９％）、

教育費７７億６４２６万８３３２円（１２．２％）、総務費７６億７１５３

万１６７０円（１２．０％）、公債費６８億４８０２万５３９９円（１０．

７％）、土木費５９億６６５万５５２５円（９．３％）、衛生費４４億９９

８０万７６３４円（７．０％）である。 

繰越額は２７億１１４８万８７００円であり、主なものは民生費１２億

３５８４万７０００円、教育費７億８８１６万１０００円、土木費３億３

０７４万４７００円、総務費１億６７８９万７０００円、農林水産業費９

０３７万４０００円、商工費５６４１万４０００円である。 

不用額は２５億７９６０万１３９９円であり、主なものは民生費１０億

４１０８万３６９２円、教育費３億４９１４万７６６８円、総務費３億１

７４８万７３０円、土木費２億９９７３万３７７５円、衛生費１億４９０

０万４３６６円である。 

 

《目的別構成状況》 

（単位：円、％） 

区 分 
２８年度 ２７年度 

対前年度増減額 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

１ 議 会 費 425,799,117 0.7 441,756,738 0.7 △15,957,621 

２ 総 務 費 7,671,531,670 12.0 7,555,815,854 11.4 115,715,816 

３ 民 生 費 22,271,491,308 34.9 21,633,131,803 32.6 638,359,505 

４ 衛 生 費 4,499,807,634 7.0 5,573,967,630 8.4 △1,074,159,996 

５ 労 働 費 72,868,208 0.1 80,116,575 0.1 △7,248,367 



15 

 

６ 農 林 水 産 費 1,755,075,044 2.7 2,729,162,364 4.1 △974,087,320 

７ 商 工 費 3,403,866,942 5.3 3,669,295,077 5.5 △265,428,135 

８ 土 木 費 5,906,655,525 9.3 5,655,622,366 8.5 251,033,159 

９ 消 防 費 2,485,860,148 3.9 2,240,164,856 3.4 245,695,292 

１０ 教 育 費 7,764,268,332 12.2 9,363,234,689 14.1 △1,598,966,357 

１１ 災 害 復 旧 費 757,701,174 1.2 685,321,738 1.0 72,379,436 

１２ 公 債 費 6,848,025,399 10.7 6,771,274,261 10.2 76,751,138 

１３ 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 

 合 計 63,862,950,501 100.0 66,398,863,951 100.0 △2,535,913,450 

 

   目的別に見た歳出の構成比は、民生費３４．９％が最も高く、次いで教育

費１２．２％、総務費１２．０％、公債費１０．７％、土木費９．３％、

衛生費７．０％の順となっている。 

 

  

議会費 

425,799,117  
総務費 

7,671,531,670  

民生費 

22,271,491,308  

衛生費 

4,499,807,634  

労働費 

72,868,208  

農林水産費 

1,755,075,044  

商工費 

3,403,866,942  

土木費 

5,906,655,525  

消防費 

2,485,860,148  

教育費 

7,764,268,332  

災害復旧費 

757,701,174  

公債費 

6,848,025,399  

目的別状況構成図 
議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

災害復旧費 

公債費 
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(3) 特別会計 

 

国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 214 億 4284 万 7543 円 （対予算現額 100.2％） 

歳 出 208 億 2540 万 9568 円 （対予算現額 97.3％） 

形式収支額 6 億 1743 万 7975 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 21,442,847,543 21,369,262,900 

②歳出総額 20,825,409,568 21,012,343,833 

③形式収支額 （①－②） 617,437,975 356,919,067 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 617,437,975 356,919,067 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,396,809,000 21,359,575,000 37,234,000 

調 定 額 23,364,106,874 23,263,396,339 100,710,535 

収 入 済 額 21,442,847,543 21,369,262,900 73,584,643 

不 納 欠 損 額 171,270,959 162,710,189 8,560,770 

収 入 未 済 額 1,749,988,372 1,731,423,250 18,565,122 

収 入 率 
対 予 算 100.2 100.0    0.2 

対 調 定  91.8  91.9 △ 0.1 

 

   決算額は２１４億４２８４万７５４３円で、収入率は、予算現額に対して

１００％強となり、調定額に対しては９１．８％となっている。 

歳入の主な構成は、共同事業交付金４７億４７１３万３７５４円（２２．

１％）、前期高齢者交付金４５億８１７７万５４７９円（２１．３％）、国

民健康保険税４４億３４６２万３７５１円（２０．７％）、国庫支出金４３

億１９００万８６８４円（２０．２％）、繰入金１６億７８１５万９７４１

円（７．８％）である。 
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収入未済額は１７億４９９８万８３７２円で、主なものは国民健康保険

税である。 

 

《国民健康保険税収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 ２６年度 

予 算 現 額 4,455,945,000 4,655,717,000 4,430,806,000 

調 定 額 6,354,229,475 6,536,227,310 6,353,381,627 

収 入 済 額 4,434,623,751 4,643,379,147 4,425,403,370 

不 納 欠 損 額 171,270,959 162,710,189 214,508,297 

収 入 未 済 額 1,748,334,765 1,730,137,974 1,713,469,960 

収 入 率 
対 予 算 99.5 99.7 99.9 

対 調 定 69.8 71.0 69.7 

 

   国民健康保険税の収入状況をみると、調定額に対する収入率は６９．８％

と低く、収入未済額は１７億４８３３万４７６５円となっている。 

市税収入額調によると、国民健康保険税の収入率は、市全体による滞納

整理の取組みをしたものの、前年度より１．２ポイント低下している。 

国民健康保険税の収入悪化は、いずれの自治体においても重要な課題で

あり、本市においても財政運営に与える影響は大きいので今後も保険担当

課・課税担当課・収税担当課による共通認識のもと、全市的な相互協力に

よる、更なる収入率の向上を図られたい。 

また、滞納者を放置することは完納者との公平性を欠くこととなるので、

滞納者への積極的な納税指導を行うとともに、債権管理プランに基づく滞

納整理による徴収の強化に努められたい。 

不納欠損額は１億７１２７万９５９円で、処分は地方税法等の規定に基

づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得な

いものと認められたが、初期の段階において有効な措置を講じるなど、不

納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,396,809,000 21,359,575,000 37,234,000 

支 出 済 額 20,825,409,568 21,012,343,833 △ 186,934,265 

執 行 率 ( ％ ) 97.3 98.4 △ 1.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 571,399,432 347,231,167 224,168,265 

 

   決算額は２０８億２５４０万９５６８円で、予算現額に対して９７．３％

の執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、保険給付費１２３億２８９８万５７６０円（５９．

２％）、共同事業拠出金４７億２４６７万７０２０円（２２．７％）、後期

高齢者支援金等２４億３６３７万７０５２円（１１．７％）、介護納付金９

億２２７７万９１７３円（４．４％）である。 

不用額は５億７１３９万９４３２円で、主なものは保険給付費４億８１

８５万９２４０円、保健事業費３６６２万１１５０円である。 
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後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 17 億 1967 万 4213 円 （対予算現額 99.1％） 

歳 出 17 億 0974 万 1340 円 （対予算現額 98.5％） 

形式収支額 993 万 2873 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 1,719,674,213 1,667,960,571 

②歳出総額 1,709,741,340 1,656,980,276 

③形式収支額 （①－②） 9,932,873 10,980,295 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 9,932,873 10,980,295 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,735,558,000 1,701,392,000 34,166,000 

調 定 額 1,729,988,917 1,676,837,496 53,151,421 

収 入 済 額 1,719,674,213 1,667,960,571 51,713,642 

不 納 欠 損 額 1,485,200 1,212,200 273,000 

収 入 未 済 額 8,829,504 7,664,725 1,164,779 

収 入 率 
対 予 算 99.1 98.0    1.1 

対 調 定 99.4 99.5 △ 0.1 

 

   決算額は１７億１９６７万４２１３円で、収入率は、予算現額に対して９

９．１％、調定額に対して９９．４％となっている。 

歳入の主な構成は、後期高齢者医療保険料１２億９６５万６５２１円

（７０．３％）、繰入金４億５６５２万５１２０円（２６．６％）である。 

収入未済額８８２万９５０４円は、すべて後期高齢者医療保険料である

が、滞納者の状況調査に努めるとともに、初期段階での有効な措置を講じ、

早期に解消を図ることを求める。 
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《後期高齢者医療保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 ２６年度 

予 算 現 額 1,213,855,000 1,173,690,000 1,186,591,000 

調 定 額 1,219,971,225 1,160,414,850 1,169,100,139 

収 入 済 額 1,209,656,521 1,151,537,925 1,161,136,591 

不 納 欠 損 額 1,485,200 1,212,200 1,197,898 

収 入 未 済 額 8,829,504 7,664,725 6,765,650 

収 入 率 
対 予 算 99.7 98.1 97.9 

対 調 定 99.2 99.2 99.3 

 

   後期高齢者医療保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９９．

２％となっており、収入未済額は８８２万９５０４円となっている。 

市税収入額調によると、後期高齢者医療保険料の収入率は、横ばいとな

った。 

医療保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、

一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは完納者との公

平性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うとともに、債権管理

プランに基づく滞納整理による徴収の強化に努め、収入率の向上を図られ

たい。 

不納欠損額は１４８万５２００円で、すべて後期高齢者医療保険料であ

る。処分は高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づいて適正に処理

され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得ないものと認められ

たが、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向け

てより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,735,558,000 1,701,392,000 34,166,000 

支 出 済 額 1,709,741,340 1,656,980,276 52,761,064 

執 行 率 ( ％ ) 98.5 97.4 1.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 25,816,660 44,411,724 △ 18,595,064 

 

   決算額は１７億９７４万１３４０円で、予算現額に対して９８．５％の執

行率となっている。 

   歳出の主な構成は、後期高齢者医療広域連合納付金１５億８５０６万４２

０１円（９２．７％）、総務費７４８３万４７９４円（４．４％）、後期高

齢者健診事業費４７６９万１３４５円（２．８％）である。 

不用額は２５８１万６６６０円で、主なものは後期高齢者健診事業費１

３９５万２６５５円、後期高齢者医療広域連合納付金４８５万１７９９円

である。 
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介護保険特別会計（保険事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 137 億 2710 万 0652 円 （対予算現額 96.6％） 

歳 出 133 億 9211 万 6204 円 （対予算現額 94.2％） 

形式収支額 3 億 3498 万 4448 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 13,727,100,652 13,328,661,240 

②歳出総額 13,392,116,204 13,062,331,893 

③形式収支額 （①－②） 334,984,448 266,329,347 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 334,984,448 266,329,347 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 14,213,726,000 13,735,369,000 478,357,000 

調 定 額 13,792,729,364 13,392,891,353 399,838,011 

収 入 済 額 13,727,100,652 13,328,661,240 398,439,412 

不 納 欠 損 額 12,701,764 12,847,803 △ 146,039 

収 入 未 済 額 52,926,948 51,382,310 1,544,638 

収 入 率 
対 予 算 96.6 97.0 △ 0.4 

対 調 定 99.5 99.5  0.0 

 

   決算額は１３７億２７１０万６５２円で、収入率は、予算現額に対して９

６．６％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、支払基金交付金３５億６０９０万６９１５円（２５．

９％）、国庫支出金２９億６３２６万８０７８円（２１．６％）、保険料２

８億４０３１万７２３８円（２０．７％）、繰入金２２億４６０５万７３０

０円（１６．４％）である。 

収入未済額５２９２万６９４８円で、主なものは保険料であり前年度に

比べて増加している。このまま放置すると運営に支障を来たすおそれがあ

るので、初期段階での有効な措置を講じ、早期に解消を図ることを求める。 
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《介護保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 ２６年度 

予 算 現 額 2,797,025,000 2,772,604,000 2,317,901,000 

調 定 額 2,905,830,950 2,810,535,133 2,400,931,372 

収 入 済 額 2,840,317,238 2,746,305,020 2,341,865,501 

不 納 欠 損 額 12,701,764 12,847,803 12,640,738 

収 入 未 済 額 52,811,948 51,382,310 46,425,133 

収 入 率 
対 予 算 101.5 99.1 101.0 

対 調 定 97.7 97.7  97.5 

 

   介護保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９７．７％とな

っており、収入未済額は５２８１万１９４８円となっている。 

市税収入額調によると、介護保険料の収入率は横ばいとなった。 

   介護保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、一

方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは完納者との公平

性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うとともに、債権管理プ

ランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図

られたい。 

不納欠損額は１２７０万１７６４円で、すべて保険料である。処分は介

護保険法の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在

不明等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において接触を図り

有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求

める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 14,213,726,000 13,735,369,000 478,357,000 

支 出 済 額 13,392,116,204 13,062,331,893 329,784,311 

執 行 率 ( ％ ) 94.2 95.1 △ 0.9 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 821,609,796 673,037,107 148,572,689 

 

   決算額は１３３億９２１１万６２０４円で、予算現額に対して９４．２％

の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、保険給付費１２５億２５８６万２８７円（９３．

６％）、総務費３億５３６０万８９４８円（２．７％）、地域支援事業費２

億３４１４万１４２４円（１．７％）である。 

不用額は８億２１６０万９７９６円で、主なものは保険給付費７億５９

３４万６７１３円、地域支援事業費４４６７万２５７６円、総務費１５３

２万８０５２円である。 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 5209 万 8579 円 （対予算現額 98.5％） 

歳 出 5079 万 3677 円 （対予算現額 96.0％） 

形式収支額 130 万 4902 円  

 （単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 52,098,579 51,521,760 

②歳出総額 50,793,677 51,339,474 

③形式収支額 （①－②） 1,304,902 182,286 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 1,304,902 182,286 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 52,888,000 52,497,000 391,000 

調 定 額 52,098,579 51,521,760 576,819 

収 入 済 額 52,098,579 51,521,760 576,819 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算  98.5  98.1 0.4 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

   決算額は５２０９万８５７９円で、収入率は、予算現額に対して９８．

５％、調定額に対して１００．０％となっている。 

歳入の主な構成は、サービス収入４６９９万６２８５円(９０．２％）、

繰入金４９２万円(９．５%)である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 52,888,000 52,497,000 391,000 

支 出 済 額 50,793,677 51,339,474 △ 545,797 

執 行 率 ( ％ ) 96.0 97.8 △ 1.8 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 2,094,323 1,157,526 936,797 

 

   決算額は５０７９万３６７７円で、予算現額に対して９６．０％の執行率

となっている。 

歳出は、すべて事業費である。 

この介護サービス事業勘定は、市が直営で運営している地域包括支援セ

ンターによる指定介護予防支援事業を実施するためのものであり、近年の

急速な高齢化の進展により、今後、ますます増大すると見込まれることか

ら、適正な事業実施を図られたい。 
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下水道特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 50 億 0773 万 8271 円 （対予算現額 97.4％） 

歳 出 48 億 0217 万 0640 円 （対予算現額 93.4％） 

形式収支額 2 億 0556 万 7631 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 5,007,738,271 5,371,932,026 

②歳出総額 4,802,170,640 4,999,123,775 

③形式収支額 （①－②） 205,567,631 372,808,251 

④翌年度へ繰り越すべき財源 13,400,000 14,548,000 

⑤実質収支額 （③－④） 192,167,631 358,260,251 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,143,016,000 5,279,000,800 △ 135,984,800 

調 定 額 5,044,503,648 5,410,867,180 △ 366,363,532 

収 入 済 額 5,007,738,271 5,371,932,026 △ 364,193,755 

不 納 欠 損 額 3,658,558 4,743,052 △ 1,084,494 

収 入 未 済 額 33,106,819 34,192,102 △ 1,085,283 

収 入 率 
対 予 算 97.4 101.8 △ 4.4 

対 調 定 99.3  99.3  0.0 

 

   決算額は５０億７７３万８２７１円で、収入率は、予算現額に対して９７．

４％、調定額に対して９９．３％となっている。 

歳入の主な構成は 繰入金２０億円（３９．９％）、使用料及び手数料１

２億１０２１万９６２６円（２４．２％）、市債８億８２２０万円（１７．

６％）、国庫支出金４億１９００万円（８．４％）、繰越金３億７２８０万

８２５１円（７．４％）、分担金及び負担金１億２０６５万９６１０円（２．

４％）である。 

不納欠損額は３６５万８５５８円で、その内訳は、分担金及び負担金２

１８万１１１０円、使用料及び手数料１４７万７４４８円である。 
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処分は地方自治法等の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生

活困窮等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において猶予措置

を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３３１０万６８１９円で、その主な内訳は、分担金及び負

担金１６７２万３０６０円、使用料及び手数料１６２２万９９５９円であ

り、前年度より若干減少したところである。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、個別訪問等に

よる定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促し、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

また、受益者負担金についても、今後も債権管理プランに基づく滞納整

理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図られたい。 

 

 ウ 歳出 

  （単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,143,016,000 5,279,000,800 △ 135,984,800 

支 出 済 額 4,802,170,640 4,999,123,775 △ 196,953,135 

執 行 率 ( ％ ) 93.4 94.7 △ 1.3 

翌 年 度 繰 越 額 205,000,000 108,648,000 96,352,000 

不 用 額 135,845,360 171,229,025 △ 35,383,665 

 

   決算額は４８億２１７万６４０円で、予算現額に対して９３．４％の執行

率となっている。 

歳出の構成は、公債費２２億３３０９万３００８円（４６．４％）、公共

下水道費１３億９６５４万４１７９円（２９．１％）、流域下水道費８億４

８７万３３９９円（１６．８％）、総務費３億６７６６万５４円（７．７％）

である。 

翌年度繰越額はすべて公共下水道費である。 

不用額は１億３５８４万５３６０円で、主なものは公共下水道費５５１

６万２８２１円、総務費５４７２万３９４６円、予備費１５００万円、流

域下水道費１０８１万９６０１円である。 

公共下水道や流域下水道の建設、施設の維持管理など計画に基づいた生

活排水処理施設の整備を推進するにあたり、下水道の普及率５８．０％、

水洗化率９２．１％という状況であることから、効率的な整備を行うとと

もに、未接続世帯の減少に向け、水洗化の普及促進に一層の努力を求める。  
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農業集落排水特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 3 億 8911 万 1254 円 （対予算現額 102.6％） 

歳 出 3 億 5384 万 5485 円 （対予算現額  93.3％） 

形式収支額 3526 万 5769 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 389,111,254 367,276,355 

②歳出総額 353,845,485 351,790,969 

③形式収支額 （①－②） 35,265,769 15,485,386 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 35,265,769 15,485,386 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 379,350,000 363,888,000 15,462,000 

調 定 額 390,868,114 370,174,238 20,693,876 

収 入 済 額 389,111,254 367,276,355 21,834,899 

不 納 欠 損 額 170,158 870,602 △ 700,444 

収 入 未 済 額 1,586,702 2,027,281 △ 440,579 

収 入 率 
対 予 算 102.6 100.9 1.7 

対 調 定  99.6  99.2 0.4 

 

   決算額は３億８９１１万１２５４円で、収入率は、予算現額に対し１０２．

６％、調定額に対して９９．６％となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金２億９７９１万８０００円（７６．６％）、使

用料及び手数料７４８５万３９１５円（１９．２％）、繰越金１５４８万５

３８６円（４．０％）である。 

不納欠損額は１７万１５８円で、その内訳は、分担金及び負担金４万３

８００円、使用料及び手数料１２万６３５８円である。 

下水道特別会計と同様に、処分は地方自治法の規定に基づいて適正に処

理されたものと認められるが、特定の受益者のための使用料・手数料や分
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担金であるので、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の

解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は１５８万６７０２円で、その内訳は、分担金及び負担金８

０万８４２５円、使用料及び手数料７７万８２７７円であるが、制度の周

知を徹底し、個別訪問等による定期的な働きかけを行って分納誓約による

計画的な納付を促し、法的な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ること

を求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 379,350,000 363,888,000 15,462,000 

支 出 済 額 353,845,485 351,790,969 2,054,516 

執 行 率 ( ％ ) 93.3 96.7 △ 3.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 25,504,515 12,097,031 13,407,484 

 

   決算額は３億５３８４万５４８５円で、予算現額に対して９３．３％の執

行率となっている。 

歳出の構成は、公債費２億４４１２万４７４６円（６９．０％）、農業集

落排水事業費８９５３万８８６４円（２５．３％）、総務費２０１８万１８

７５円（５．７％）である。 

不用額は２５５０万４５１５円で、主なものは総務費１４０３万９１２

５円、農業集落排水事業費７７９万５１３６円である。 
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千塚町上川原産業団地特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 6 億 6271 万 5816 円 （対予算現額 86.4％） 

歳 出 6 億 6200 万 4617 円 （対予算現額 86.3％） 

形式収支額 71 万 1199 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２８年度 ２７年度 

①歳入総額 662,715,816 523,515,131 

②歳出総額 662,004,617 523,359,011 

③形式収支額 （①－②） 711,199 156,120 

④翌年度へ繰り越すべき財源 60,000 60,000 

⑤実質収支額 （③－④） 651,199 96,120 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 766,803,000 595,896,443 170,906,557 

調 定 額 662,715,816 523,515,131 139,200,685 

収 入 済 額 662,715,816 523,515,131 139,200,685 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算  86.4  87.9 △ 1.5 

対 調 定 100.0 100.0  0.0 

 

   決算額は６億６２７１万５８１６円であり、予算現額に対して８６．４％、

調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主なものは、市債５億３３２０万円（８０．５％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２８年度 ２７年度 対前年度増減 

予 算 現 額 766,803,000 595,896,443 170,906,557 

支 出 済 額 662,004,617 523,359,011 138,645,606 

執 行 率 ( ％ ) 86.3 87.8 △ 1.5 

翌 年 度 繰 越 額 102,760,000 59,660,000 43,100,000 

不 用 額 2,038,383 12,877,432 △ 10,839,049 

 

   決算額は６億６２００万４６１７円であり、予算現額に対して８６．３％

の執行率となっている。 

歳出は産業団地造成事業費が５億５５７３万１０８３円で(８３．９％)、

公債費が１億６２７万３５３４円(１６．１％)となっている。 

翌年度繰越額もすべて産業団地造成事業費である。 

予約分譲を開始し、複数の企業から予約申込みを受けているとのことだ

が、地域経済・産業の活性化や雇用機会の創出などを目的とした企業誘致

を積極的に進めるため、引き続き良好な産業基盤の整備を図られたい。 
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(4) 財産に関する調書について 

 

    財産に関する調書について、当年度の異動を中心に審査したところ、調書の

内容に誤りはなく、計数も正確であると認められた。 

 

ア 公有財産（行政財産） 

   土地及び建物 

   土地の現在高は 4,294,337.475 ㎡、建物の現在高は 604,216.089 ㎡である。 

   増加した主なものは、土地については、旧栃木第一小学校用地 14,330.140

㎡（普通財産より用途変更）、建物については、旧栃木第一小学校校舎ほか

5,858.665 ㎡（普通財産より用途変更）である。 

減少した主なものは、土地については、とちぎメディカルセンターしも

つが用地 12,282.920 ㎡（一般財団法人とちぎメディカルセンターへ交換に

より処分）、建物については、旧寺尾南小学校校舎ほか 3,200.919 ㎡（普通

財産へ用途変更）である。 

            

イ 公有財産（普通財産） 

 （ｱ） 土地及び建物    

    土地の現在高は 1,517,359.377 ㎡、建物の現在高は 8,609.444 ㎡である。 

減少した主なものは、土地については、旧栃木第一小学校用地

14,545.830 ㎡（行政財産へ用途変更）、建物については、旧栃木第一小学

校校舎ほか 5,858.665 ㎡（行政財産へ用途変更）である。 

 （ｲ） 山    林 

       山林の現在高は 1,299,525 ㎡、立木推定蓄積量は 12,092ｍ3である。 

日光杉並木オーナー制度の並木杉は６本である。 

 （ｳ） 有価証券 

       現在高は３２６０万円であり、内訳はケーブルテレビ株式会社１１００

万円、株式会社観光農園いわふね２１６０万円となっている。 

 （ｴ） 無体財産権 

       現在高は４７件であり、内訳は「とち介」・「Hearts 姫」・「コスもん」

など４０件の著作権、「とち介」・「こなら娘」・「桜おとめ」など７件の商

標権となっている。 

 （ｵ） 出資による権利 

       現在高は９億６５１４万１０００円であり、主なものは栃木県信用保証

協会出捐金４４８２万３０００円、栃木市水道事業出資金（旧藤岡町水

道事業出資金２５８０万円、旧西方町水道事業出資金５億１４２４万４
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０００円、寺尾地区簡易水道事業出資金２億３０００万円）、栃木県農業

信用基金協会出資金２３２９万円、(一財)栃木市農業公社出捐金４００

０万円である。 

 

ウ 物      品 

取得価格５０万円以上の備品は、車両類（乗用車、特殊車両等）４３５ 

点を含む合計１６８７点となっている。 

 

エ 債      権 

     現在高は５億５６４０万５０２円であり、主なものは栃木市土地開発公社

資金貸付金１億７５８０万４４０円、老人保健施設整備貸付金２億５０７

５万４０００円、観光農園施設整備等資金貸付金１億２２５万円となって

いる。 

 

オ 基      金 

     栃木市土地開発基金ほか３０基金が設置され、その内訳は、現金１３６億

７２０４万２５００円、貸付金７８２７万２２６６円、印紙等６１３万２

１１０円、不動産（土地）２，７９１㎡である。 

主なものは 栃木市財政調整基金７６億５１０２万８４５３円、栃木市減

債基金２１億６０４万８８円、栃木市大澤基金９億９０１５万６７６９円、

栃木市庁舎建設基金７億９０９２万１２３１円である。 
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(5) 運用基金の状況について 

 

    各運用基金は、それぞれの設置目的にそって運用されており、その経理及び

現金等の保管は適正に行われ、かつ、基金の運用状況調書の計数は、関係諸

帳簿と符合し、正確であると認められた。 

なお、貸付及び回収には十分留意し、公正かつ効率的な運用に努められた

い。 

 

ア 土地開発基金 

当年度の運用状況を見ると、収入が１億１０４９万７４３８円（前年度

繰越額１億１０４１万５５９１円、利子８万１８４７円）、支出は０円であ

る。 

年度末現在の基金額は１億１０４９万７４３８円となっている。 

なお、土地開発基金の廃止や土地開発公社の解散については、現在訴訟

中の案件が存在することを踏まえ、現段階では、現状における問題点を整

理した上で、基金や公社の今後の在り方について充分に検討されたい。 

 

イ 印紙等購買基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が４３３８万５８９

０円（前年度繰越額２８６万６７５０円、印紙等売捌額４０５１万９１４

０円）、支出は印紙等購入額４１５１万８０００円であり、印紙等について

は、収入が４６６５万１２５０円（前年度繰越額５１３万３２５０円、印

紙等購入額４１５１万８０００円）、支出は印紙等売捌額４０５１万９１４

０円である。 

年度末現在の基金額は８００万円であり、内訳は現金１８６万７８９０

円、印紙等６１３万２１１０円となっている。 

 

ウ 保護費即時払基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が１８９１万５０２１

円（前年度繰越額４万１７７円、貸付金回収額１８８７万４８４４円）、支

出は貸付金１８９０万４４１２円であり、貸付金については、収入が２０３

６万４２３５円（前年度繰越額１４５万９８２３円、貸付額１８９０万４４

１２円）、支出は貸付金回収額１８８７万４８４４円である。 

年度末現在の基金額は１５０万円であり、内訳は現金１万６０９円、貸付

金１４８万９３９１円となっている。 
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エ 奨学基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が６８６７万７６８

円（前年度繰越額５５２１万４２６８円、貸付金回収額１１４８万７５０

０円、一般会計繰入金１９６万９０００円）、支出は貸付金１７９７万６０

００円であり、貸付金については、収入が８８２７万３７５円（前年度繰

越額７０２９万４３７５円、貸付額１７９７万６０００円）、支出は貸付金

回収額１１４８万７５００円である。 

年度末現在の基金額は１億２７４７万７６４３円であり、内訳は現金５

０６９万４７６８円、貸付金７６７８万２８７５円となっている。 

 


